
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 福島県 大熊町 

経常収支比率の分析 

人 口 
面 積 
標 準 財 政 規 模 
歳 入 総 額 
歳 出 総 額 
実 質 収 支 

11,405 
78.70 

3,600,606 
7,117,441 
6,896,851 

200,639 

人(H22.3.31現在) 
ｋ㎡ 
千円 
千円 
千円 
千円 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

経常収支比率（合計） 

H21類似団体内順位 

1/62 

全国市町村平均 

91.8 

福島県市町村平均 

87.7 

(%) 

110.0 

100.0 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

50.0 

99.0 

68.3 

87.9 
88.1 89.4 88.6 89.0 

H21 H20 H19 H18 H17 

68.3 
74.2 

64.1 
66.1 

61.6 

人件費 

H21類似団体内順位 

7/62 

全国市町村平均 

26.7 

福島県市町村平均 

25.1 

(%) 

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

41.2 

15.7 

26.0 
26.4 

27.7 28.8 29.7 

H21 H20 H19 H18 H17 

19.8 

24.4 
22.4 

23.7 23.7 

物件費 

H21類似団体内順位 

48/62 

全国市町村平均 

13.0 

福島県市町村平均 

12.9 

(%) 

30.0 

25.0 

20.0 

15.0 

10.0 

5.0 

0.0 

23.7 

5.3 

12.4 
12.4 12.7 12.8 

13.1 

H21 H20 H19 H18 H17 

14.5 

17.9 

14.6 13.9 

11.5 

扶助費 

H21類似団体内順位 

16/62 

全国市町村平均 

9.6 

福島県市町村平均 

6.7 

(%) 

10.0 

8.0 

6.0 

4.0 

2.0 

0.0 

8.0 

2.0 

4.6 
4.4 4.3 4.0 4.1 

H21 H20 H19 H18 H17 

3.5 

2.7 2.5 
2.1 1.8 

その他 

H21類似団体内順位 

48/62 

全国市町村平均 

12.1 

福島県市町村平均 

13.4 

(%) 

24.0 

21.0 

18.0 

15.0 

12.0 

9.0 

6.0 

3.0 

20.6 

6.8 

13.2 
12.5 

12.0 
10.9 10.5 

H21 H20 H19 H18 H17 

14.8 
12.7 

10.6 10.7 

8.8 

補助費等 

H21類似団体内順位 

29/62 

全国市町村平均 

10.5 

福島県市町村平均 

10.9 

(%) 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

0.0 

27.5 

4.4 

14.2 
14.9 14.7 14.3 15.5 

H21 H20 H19 H18 H17 

13.9 
13.9 

11.2 12.0 11.7 

公債費 

H21類似団体内順位 

1/62 

全国市町村平均 

19.9 

福島県市町村平均 

18.7 

(%) 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

0.0 

33.2 

1.8 

17.5 
17.5 18.0 17.8 

16.1 

H21 H20 H19 H18 H17 

1.8 
2.6 2.8 3.7 4.1 

公債費以外 

H21類似団体内順位 

18/62 

全国市町村平均 

71.9 

福島県市町村平均 

69.0 

(%) 

100.0 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

50.0 

40.0 

85.3 

52.3 

70.4 

70.6 

71.4 70.8 
72.9 

H21 H20 H19 H18 H17 

66.5 

71.6 

61.3 62.4 

57.5 
経常収支比率（合計） 

人件費 

物件費 

扶助費 

その他 

補助費等 

公債費 

公債費以外 

類似団体平均 

大熊町 

※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。） 
 
 ２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。 

 ３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。 
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